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論　壇

１ ．はじめに
　2023年 ４ 月から筆者と関わりのある特例子会
社が農地を借り、農業分野での障害者雇用を開
始した。その従業員たちの精神的な状態が改善
してきている印象を持ったことを契機に、農福
連携を実施している特例子会社の労働安全衛生
の取り組みや、そこで働く障害者への農作業に
よる影響、その延長から農業・農作業、園芸と
の関わりによる精神面への影響を意識するよう
になった。本稿では、特例子会社の現状や農福
連携に関して確認し、産業保健における農作業
や植物との関わりに関して考えてみる。

２ ．特例子会社における農業
　1987年に特例子会社制度が法制化され、以降、
特例子会社設立による障害者雇用が増加してき
ている。企業に対して義務化された障害者法定
雇用率が上昇（2025年現在2.5％、2026年 ７ 月か
ら2.7％）しているなか、2024年 ６ 月 １ 日時点で、
特例子会社（614社）で雇用されている障害者数
は50,290.5人（重度ダブルカウント、前年46,848.0
人）であり、内訳として、身体障害は12,488.5人

（同12,134.0人、2.9％増）、知的障害は25,553.5人
（同24,062.0人、6.2％増）、精神障害は12,248.5人
（同10,652.0人、15.0％増）と、精神障害者の雇
用増加が顕著である1）。
　2005年以降、農業を経営の中心に据えた新た
なタイプの会社の増加が著しく2）、2015年 ６ 月
１ 日時点の特例子会社数は422社、そのうち農業
分野に進出している特例子会社は少なくとも32

社と報告されていた3）。２０２４年 ６ 月 １ 日時点で
は特例子会社614社のうち少なくとも60社が植
物栽培など農業分野に取り組んでおり4）、農業
分野への進出割合は増加している。

３ ．農福連携のこと
　農林水産省では、障害者等が農業分野で活躍
することを通じ、自信や生きがいを持って社会
参画を実現していく取り組みとして、「農福連
携」を推進している。農福連携により障害者等
の就労や生きがい作りの場を生み出し、担い手
不足や高齢化が進む農業分野において、新たな
働き手の確保につながる可能性が期待されてい
る5）。最近の農業経営では単に農作業を行うだ
けなく、農作物の加工、販売・サービスといっ
た分野（ １ 次産業、 ２ 次産業、 ３ 次産業を含ん
だ ６ 次産業）が含まれることも多いことから、
障害者の特性に合わせて作業を割り振ることも
できるため、企業にとっては障害者雇用拡充と
いう意味合いでも価値があると考えられる。
　特例子会社が農業を実施する形態としては、
会社が農家や農業法人から農作業を受託し会社
施設外で農作業を行う形態と、会社が農地を確
保し従業員がその施設内で農業を行う形態が可
能であるが、こうした農業への参入を行ってい
くなかでは、企業・事業者にとっては農業経営
や農作業の効率向上のノウハウの蓄積が新たに
求められるとともに、労働安全衛生法関連法令
を順守すべき立場として、これまでの ２ 次産業、
３ 次産業とは異なった労働安全衛生面の対応が
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論　壇 務化により、これまで見えてこなかった実情に
接して、対応を考えていかなければならないか
もしれない。

５ ．植物との関わりとメンタルヘルスの改善
　農林水産省の農福連携推進ビジョン（2024改
訂版）では、「近年の研究では、農作業によっ
て、心理的・身体的ストレスの改善、集中力や
自己肯定感、自信の向上、肥満傾向や睡眠障害
の改善、認知機能の回復、対人交流頻度の上昇
等の心身の健康等にプラスの効果がある可能性
が示唆されている」としている16）。徳重らは、
農業を通じてどのような体験をしているかに関
して、田畑で働くことで開放感を感じ、場の共
有があり、仲間との連帯感、安心感につながり、
自分のできることの発見から自己肯定感や達成
感を得ていくことを示している17）。豊田らは、農
作業による健康改善は、本人の努力や農作業だ
けでなく他者からの支援・屋外環境・管理体制
などの相互作用で生まれることを示している18）。
　また、農作業に限らず、緑化がストレス軽減
に役立つことも報告されており、屋内グリーン
ウォールや鉢植えなど、ごく小規模な緑化でさ
え、ストレス軽減に効果的な可能性があるとさ
れている19–21）。
　治療という意味では、日本では1900年代から
精神科作業療法の中で園芸が取り入れられてき
た。園芸療法では植物そのものや育つ自然環境、
植物の育成、利用などを身体機能や精神機能の
維持・回復、生活の質の向上などに用いるとい
う22）。唾液中のコルチゾルなどのストレス物質、
自律神経機能の評価により園芸作業にストレス
軽減効果があることが示されている23）ほか、海
外での最近のメタ解析によると園芸療法は心理
指標に有意な効果をあげており、対照群により
効果は異なり、屋内実施や仮想空間での実施が
効果的であるとされている24）。また、植物の提
供方法（個人で管理する方式 vs 自由に交換で
きる方式）でも、個人の特性によって効果のあ
る心理的効果には違いがあることも示されてい
る25）。
　こうした植物との関わり、オフィスの緑化な
どは、メンタルヘルスケアの一次予防として労
働者それぞれに応じた対策として活用できる可

必要になると思われる。その一例として、厚生
労働省によると、2022年の農業の死傷年千人率
は5.6であり、全産業（同2.3）の約2.5倍程度あ
る6）として、特に農業機械の安全対策に関して
検討が進んでいる。また、2023年の職場におけ
る熱中症による死亡者数が31人7）であるのに対
して、農作業では37人が死亡8）していることも
認識しておく必要がある。

４ ．農業とメンタルヘルス問題
　海外では農業生産者のメンタルヘルス問題や
自殺の問題、それらへの介入方法などが研究さ
れており9, 10）、うつ病リスクの高い農作業の種類
なども指摘されている11）。こうしたことを踏ま
えると、異業種から農業に参入する際には、雇
用されている農業従事者には精神面ではどのよ
うな好ましいあるいは好ましくない影響がある
のかを考えておく必要がある。令和 ４ 年国民生
活基礎調査では、農林漁業従事者での「悩みや
ストレスあり」の割合は39.2％と、有職者全体
の47.5％よりも低い数字ではあるが12）、近年、農
業従事者の自殺の高止まりが指摘されており、
農業の中では酪農畜産が盛んであることがその
地域の自殺率に関係する可能性も指摘されてい
る13）。一方で、高知県安芸地域では、自殺対策
から始まった農福連携の取り組みが、結果とし
てさまざまな困難を抱えた方の就労支援につな
がっている事例も報告されている14）。特例子会
社が農福連携に取り組むなかでは、親会社であ
る事業者やその産業保健スタッフが、精神面へ
の影響も考慮して健康面のサポートをしていく
ことも考えていく必要がある。
　農業に関わる働き手は、現在減少傾向にある
とはいえ、経営まで考慮しながら農業を行って
いる個人（個人経営）のほうが農業人口として
は多く、雇用され農作業を行っている労働者は
増加傾向にあるものの実数としては少ない15）。
経営者と雇用者を合わせて農業従事者のメンタ
ルヘルスとして捉えることに無理があるのかも
しれず、今後、特例子会社をはじめ企業・事業
体が農業に取り組む際に、産業保健スタッフと
して十分に経験したことのない領域に関わると
いうことを意識しておく必要があろう。特に今
後、小規模事業場でのストレスチェック制度義
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　一方で、特例子会社に目を向けたときに、一
般企業に比べて障害者雇用に特化した環境であ
り、障害者職業生活相談員の配置は必要となっ
ているものの、より適切な配慮と労働安全衛生
面も含めた支援が必要となるのであるが、特例
子会社には小規模な事業所が多いと考えられ、
労働安全衛生面の支援が十分に行われているの
か、安全衛生面の専門家として特例子会社や親
会社の産業保健スタッフがどの程度関わってい
るのかの疑問が残るところである。特に農福連
携という形態で、農業というこれまで産業保健
スタッフがあまり関わっていない分野におい
て、親会社から離れたところにある就労環境で
の支援のあり方も十分に検討していく必要があ
ると考えられる。

能性がある。また、三次予防および復職支援の
一環として、農作業や園芸が精神疾患患者に対
して良い効果をもたらす可能性があることか
ら、東京大学病院26）や筑波大学病院27）など複数
のリワーク施設や就労移行支援施設で導入され
ている。今後は、メンタルヘルス不調からの職
場復帰への活用がさらに進むことが期待され
る。

６ ．おわりに
　農作業や園芸を通して、あるいはオフィス内
の緑化を通して、働く人のメンタルヘルスへ良
好な影響を与える可能性があることを知り、三
次予防としての活用、メンタルヘルスの一次予
防、不調者の低減やパフォーマンス改善の可能
性なども考えられ、今後の広がりが期待される。
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